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漁港漁場整備法について

水産庁

平成２７年１月



第
一
条

こ
の
法
律
は
、
水
産
業
の
健
全
な
発
展
及
び
こ
れ
に
よ
る
水
産
物
の
供
給
の
安
定
を
図
る
た

め
、
環
境
と
の
調
和
に
配
慮
し
つ
つ
、
漁
港
漁
場
整
備
事
業
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に
推
進
し
、
及
び

漁
港
の
維
持
管
理
を
適
正
に
し
、
も
つ
て
国
民
生
活
の
安
定
及
び
国
民
経
済
の
発
展
に
寄
与
し
、
あ

わ
せ
て
豊
か
で
住
み
よ
い
漁
村
の
振
興
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

第１種漁港 （利用範囲が地元の漁業を主とするもの）

・原則として市町村長が指定（区域は農林水産大臣への報告）

第２種漁港 （利用範囲が第１種よりも広く、第３種に属さないもの）

・原則として都道府県知事が指定（区域は農林水産大臣への報告）

第３種漁港 （利用範囲が全国的なもの。特定第３種漁港を含む）

・農林水産大臣が水産政策審議会の議を経た上で指定

第４種漁港 （離島等にあって漁場開発又は避難上特に必要なもの）

・農林水産大臣が水産政策審議会の議を経た上で指定

指

定

漁港漁場整備基本方針

・農林水産大臣は、漁港漁場整備事業（漁港施設の新築、魚礁の設置等）の推進に関する基本方針の策定

漁港漁場整備長期計画

・農林水産大臣は、漁港漁場整備事業の実施の目標及び事業量を内容とする長期計画の案を策定し、閣議決定

特定漁港漁場整備事業

・国、地方公共団体等が特定漁港漁場整備事業（漁港漁場整備事業のうち重要なものとして一定の要件に
該当するもの。）を施行しようとする場合には、基本方針に基づいて特定漁港漁場整備事業計画を策定

整

備

・特定漁港漁場整備事業を実施する場合の国の負担・補助率について規定

漁港管理者の決定

・原則第１種漁港は市町村、第２種漁港から第４種漁港までは都道府県

漁港管理規程の制定

・漁港管理者は、漁港管理規程（条例）を定め、適正に漁港を維持管理

漁港施設の処分制限

・漁港施設の所有者等による漁港施設の処分制限

漁港の保全

・漁港管理者による漁港の区域内における行為制限等

維
持
管
理

漁港漁場整備法の体系

目 的
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陸域

施設

漁港区域 平成○年○月○日 農林水産省告示第○○号

水域

第２条 この法律で「漁港」とは、天然又は人工の漁業根拠地となる水域及び
陸域並びに施設の総合体であつて、第６条第１項から第４項までの規定に
より指定されたものをいう。

「漁港」とは
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漁港の種類
（法第５条）

指定権者
（法第６条）

漁港管理者

（法第25条）

特定漁港漁場整備事
業(注)の国の負担・補
助率

第１種
利用範囲が地元の漁業を主
とするもの

原則として
市町村長

原則として
市町村

１／２第２種
利用範囲が第１種よりも広く、
第３種に属しないもの

原則として
都道府県知事

原則として
都道府県

第３種 利用範囲が全国的なもの

農林水産大臣
原則として
都道府県

特定
第３種

水産業の振興上、特に重要
な漁港で政令で定めるもの
（全国１３港）

１／２

防波堤、衛生管理型
荷さばき所等は

２／３

第４種
離島等にあつて漁場開発又
は避難上特に必要なもの

農林水産大臣
原則として
都道府県

１／２
防波堤等は

２／３

漁港の種類と補助

(注) 特定漁港漁場整備事業とは、漁港漁場整備事業のうち重要なものとして農林水産省令で定める要件（計画
事業費が一事業につき２０億円超等）に該当するもの。
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河川管理者
海岸管理者

（法第６条第３項・第４項・第６項・第８項・第９項・第１０項）

告 示
（軽微な変更の場合は不要）

水産政策審議会

⑩
官
報
掲
載

①
提
言
書
提
出

②
諮
問

③
答
申

④意見聴取

⑤意見

⑥協議

⑦回答

⑧協議

⑨回答

関係地方公共団体

国土交通大臣

農林水産大臣

都道府県知事
又は市町村長

河川区域または海岸保
全区域にかかる場合

農林水産大臣が指定等を行う場合

4



漁港区域を港湾区域に拡大した事例（八幡浜漁港の場合）

○都道府県名 愛媛県
○漁港名、種類 八幡浜、第三種
○漁港管理者名 八幡浜市
○漁港指定年月日 昭和26年８月21日農林省告示第299号

○平成14年10月29日 八幡浜市から提言書の提出
○平成14年11月12日 農林水産大臣から、漁港の指定内容の変更について、法に基づき関係機関へ照会

①愛媛県知事へ意見聴取（11月21日付け文書により「異存ない」旨を確認）
②八幡浜市長へ意見聴取（11月19日付け文書により「異存ない」旨を確認）
③国土交通大臣へ協議（12月20日付け文書により「支障ない」旨を確認）

○平成15年１月14日 農林水産省告示第16号により漁港の区域を変更

魚市場等の拡充整備等を実施するための施設整備用地を確保するため。

１ 漁港の概要

２ 漁港の区域の変更理由等

３ 漁港の区域の変更経緯等
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港 湾 区 域
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第３条 この法律で「漁港施設」とは、次に掲げる施設であって、漁港の区域内にあるものをいう。
一 基本施設
イ 外郭施設

防波堤、防砂堤、防潮堤、導流堤、水門、閘門、護岸、堤防、
突堤及び胸壁

ロ 係留施設
岸壁、物揚場、係船浮標、係船くい、桟橋、浮桟橋及び船揚場

ハ 水域施設
航路及び泊地

二 機能施設
（中略）

ト 漁獲物の処理、保蔵及び加工施設
荷さばき所、荷役機械、蓄養施設、水産倉庫、野積場、製氷、
冷凍及び冷蔵施設並びに加工場

（中略）

第４条 この法律で「漁港漁場整備事業」とは、次に掲げる事業で国、地方公共団体又は水産業協同組
合が施行するものをいう。
一 漁港施設の新築、増築、改築、補修若しくは除却、漁港の区域内の土地の欠壊の防止又は漁港の
区域内への土砂の流入の防止その他漁港の整備を図るための事業及びこれらの事業以外の事業で漁
港における汚泥その他公害の原因となる物質のたい積の排除、汚濁水の浄化その他の公害防止のた
めの事業

（以下略）

○ 漁港漁場整備事業は、漁港の区域内において実施

漁港漁場整備事業について
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・ゾーニングが不徹底
・車両進入よる排ガスの影響

・木箱の使用
・水産物を直接床に置いており、不衛生

現
在
の
状
況

整備後（イメージ）

境漁港

木箱の禁止。蓋付き容器の使用

岸壁エプロン 防風防暑施設 9.5m

フォークリフト通行帯

・コンベアで場内に搬入

・フォークリフトで場内 出荷準備

スペース

シャッター

ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ通行帯+出荷準備ｽﾍﾟｰｽ+ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ
の確保のため背後に延伸

シャッター

一時仮置き

岸壁エプロン 防風防暑施設 9.5m ２号上屋 23.0m

・コンベアで場内に搬入

・フォークリフトで場内

一時仮置き

シャッター

（断面図イメージ）

岸壁と荷さばき施設の一体的整備

まき網（ﾄﾗｯｸ）

まき網漁船対応の埠頭整備

漁港区域

・漁業種毎に陸揚エリアを設定

・搬入・搬出エリア等により区分（ゾーニ
ング）
・人及び一般車両の入場管理

・囲壁による鳥獣類の侵入、糞尿や塵
埃など異物混入防止

・電動フォークリフトの導入による排ガ
ス汚染防止
・清浄海水の使用

・水産物や水質等の定期検査の実施な
ど

高度衛生管理対策の内容
「さかいみなと漁港・市場活性化協議会」

により内容を決定

高度衛生管理対象範囲
荷さばき所 1式 岸壁改良 等

境漁港の整備について
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１ 趣旨
水産物の安定供給体制を構築していくため、

水産物の集出荷の拠点となる漁港において、
生産・流通の効率化、品質・衛生管理の高度
化に資する施設の整備を推進

２ 高度衛生管理型荷さばき所の要件
(1) 高度衛生管理計画の策定
(2) 水産物の取扱量が8,000t以上かつ取扱

金額が14億円以上

３ 事業実施主体
国、地方公共団体、水産業協同組合

４ 負担・補助率
１／２

特定第３種漁港にあっては、荷さばき所
及び陸揚げ岸壁のうち、農林水産大臣が
定める基準を満たすものは ２／３

高度衛生管理型荷さばき
所

漁港における高度衛生管理型荷さばき所の整備について
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○
補

助
事

業
等

に
よ

り
取

得
し

、
又

は
効

用
の

増
加

し
た

財
産

の
処

分
等

の
承

認
基

準

に
つ

い
て

（
平

成
2
0
年

5
月

2
3
日

2
0
経

第
3
8
5
号

農
林

水
産

省
大

臣
官

房
経

理
課

長
通

知
）

（
定

義
）

第
２

条
こ

の
通

知
に

お
い

て
、

用
語

の
定

義
は

、
法

の
規

定
に

よ
る

ほ
か

、
次

の
各

号
に

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

る
。

一
補

助
対

象
財

産
補

助
事

業
等

に
よ

り
取

得
し

、
又

は
効

用
の

増
加

し
た

財
産

で
、

補
助

金
等

に
係

る
予

算
の

執
行

の
適

正
化

に
関

す
る

法
律

施
行

令
（

昭
和

3
0
年

政
令

第
2
5
5
号

）

第
1
3
条

各
号

に
定

め
る

も
の

を
い

う
。

二
処

分
制

限
期

間
農

林
畜

水
産

業
関

係
補

助
金

等
交

付
規

則
（

昭
和

3
1
年

農
林

省
令

第
1
8

号
）

第
５

条
で

定
め

る
処

分
の

制
限

を
受

け
る

期
間

又
は

減
価

償
却

資
産

の
耐

用
年

数
に

関

す
る

省
令

(
昭

和
4
0
年

大
蔵

省
令

第
1
5
号

）
に

定
め

る
耐

用
年

数
に

相
当

す
る

期
間

を
い

う
。

三
財

産
処

分
補

助
対

象
財

産
を

、
補

助
金

等
の

交
付

の
目

的
に

反
し

て
使

用
し

、
譲

渡
し

、

交
換

し
、

貸
し

付
け

、
又

は
担

保
に

供
す

る
こ

と
を

い
う

。

四
地

域
活

性
化

等
近

年
に

お
け

る
急

速
な

少
子

高
齢

化
の

進
展

、
産

業
構

造
の

変
化

等
の

社
会

経
済

情
勢

の
変

化
へ

の
対

応
、

又
既

存
ス

ト
ッ

ク
を

効
率

的
に

活
用

し
た

地
域

活
性

化

を
い

う
。

五
長

期
利

用
財

産
補

助
対

象
財

産
の

う
ち

、
補

助
目

的
に

従
っ

た
利

用
に

よ
り

1
0
年

を
経

過
し

た
も

の
を

い
う

。

２
（

略
）

（
財

産
処

分
に

係
る

承
認

申
請

等
）

第
３

条
補

助
対

象
財

産
の

所
有

者
が

、
処

分
制

限
期

間
内

に
財

産
処

分
を

し
よ

う
と

す
る

と
き

は
、

補
助

事
業

者
等

は
、

財
産

処
分

承
認

申
請

書
（

別
紙

様
式

第
１

号
）

に
よ

り
、

農
林

水
産

大
臣

（
法

第
2
6
条

第
１

項
の

規
定

に
基

づ
き

、
事

務
委

任
さ

れ
た

各
地

方
農

政
局

長
、

北
海

道

農
政

事
務

所
長

又
は

内
閣

府
沖

縄
総

合
事

務
局

長
を

含
む

。
以

下
同

じ
。
）

に
申

請
し

、
そ

の

承
認

を
受

け
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

２
農

林
水

産
大

臣
は

、
前

項
の

承
認

を
す

る
と

き
は

、
別

表
１

の
処

分
区

分
の

欄
に

掲
げ

る
内

容
に

応
じ

て
、

そ
れ

ぞ
れ

に
対

応
す

る
承

認
条

件
を

付
し

た
上

で
承

認
を

行
う

も
の

と
す

る
。

（
地

方
公

共
団

体
が

所
有

す
る

長
期

利
用

財
産

に
係

る
承

認
申

請
等

）

第
４

条
補

助
対

象
財

産
の

所
有

者
が

地
方

公
共

団
体

で
あ

る
場

合
に

お
い

て
、

地
域

活
性

化
等

を
図

る
た

め
、

長
期

利
用

財
産

を
財

産
処

分
し

よ
う

と
す

る
と

き
は

、
第

３
条

の
規

定
に

か

か
わ

ら
ず

、
補

助
事

業
者

等
は

、
長

期
利

用
財

産
処

分
報

告
書

(
別

紙
様

式
第

２
号

)
を

農
林

水

産
大

臣
に

提
出

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
こ

の
場

合
に

お
い

て
は

、
農

林
水

産
大

臣
に

よ
る

報
告

書
の

受
理

を
も

っ
て

、
農

林
水

産
大

臣
の

承
認

が
あ

っ
た

も
の

と
み

な
す

（
別

表
２

参
照

）
。

２
次

の
各

号
に

該
当

す
る

と
き

は
、

前
項

の
規

定
に

か
か

わ
ら

ず
、

補
助

事
業

者
等

は
、

長
期

利
用

財
産

処
分

承
認

申
請

書
（

別
紙

様
式

第
３

号
）

に
よ

り
、

農
林

水
産

大
臣

に
申

請
し

、
そ
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の
承

認
を

受
け

る
も

の
と

す
る

。

一
財

産
処

分
が

有
償

の
譲

渡
又

は
貸

付
け

で
あ

る
場

合

二
当

該
財

産
処

分
に

よ
り

、
前

号
に

掲
げ

る
場

合
以

外
の

収
益

が
見

込
ま

れ
る

場
合

３
農

林
水

産
大

臣
は

、
前

項
の

承
認

を
す

る
と

き
は

、
別

表
２

の
処

分
区

分
の

欄
に

掲
げ

る
内

容
に

応
じ

て
、

そ
れ

ぞ
れ

に
対

応
す

る
承

認
条

件
を

付
し

た
上

で
承

認
を

行
う

も
の

と
す

る
。

４
市

町
村

合
併

に
よ

り
、

合
併

後
の

新
市

町
村

に
お

い
て

類
似

施
設

が
複

数
あ

る
こ

と
を

理
由

と
し

て
、

補
助

目
的

に
従

っ
た

利
用

に
よ

り
1
0
年

を
経

過
し

て
い

な
い

補
助

対
象

財
産

を
財

産

処
分

し
よ

う
と

す
る

と
き

に
は

、
補

助
事

業
者

等
は

、
前

項
ま

で
の

規
定

に
か

か
わ

ら
ず

、
別

表
２

に
掲

げ
る

手
続

き
に

よ
る

こ
と

が
で

き
る

も
の

と
す

る
。
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別
表
１
（
第
３
条
関
係
）

処
分

区
分

承
認

条
件

国
庫
納
付
額

備
考

目
的

外
補

助
事

業
を

中
国
庫
納
付

目
的
外

使
用
部

分
に
対

す
る

残
存
簿
価
又

本
来
の
補
助
目

的
の

遂
行
に

支
障
を

及
使
用

止
し
な
い
場

合
（
た
だ
し

、
備

考
の
場

は
時
価

評
価
額

の
い
ず

れ
か

高
い
金
額
に

ぼ
さ
な
い
範
囲

内
で

、
補
助

対
象
財

産
合
は
国
庫

納
付

は
不
要

国
庫
補

助
率
を

乗
じ
た

金
額

を
国
庫
納
付

の
遊
休
期
間
（

農
閑

期
等
当

該
補
助

対
と
し
、
当

該
財

産
の
利

す
る
。

な
お
、

許
認
可

等
を

受
け
、
補
助

象
財
産
を
使
用

し
な

い
期
間

を
い
う

。
用
状
況
を

報
告

す
る
こ

対
象
財

産
の
未

活
用
部

分
の

目
的
外
使
用

以
下

同
じ

。
）

内
に

一
時

使
用

す
る

場
と
（
注
１

）
）

に
よ
り

生
じ
る

収
益
（

収
入

か
ら
管
理
費

合
、
承
認
ま
で

に
他

の
法
令

に
基
づ

く
そ

の
他

に
要

す
る

費
用

を
差

し
引

い
た

許
認
可
等
を
受

け
る

こ
と
が

明
ら
か

で
額
）
に

国
庫
補

助
率
を

乗
じ

た
金
額
を
国

あ
り
、
補
助
対

象
財

産
が
有

す
る
本

来
庫
納
付

す
る
。

の
能
力
の
未
活

用
部

分
に
つ

い
て
、

収
益

を
得

る
こ

と
な

く
使

用
す

る
場

合
（

注
３
）
又
は

自
己

の
責
任

に
お
い

て
当

該
補
助
対
象

財
産

と
同
等

の
機
能

を
有

す
る
他
の
財

産
を

新
た
に

確
保
し

、
補

助
条
件
を
承

継
す

る
場
合

は
、
国

庫
納

付
を
要
し
な

い

補
助
事

道
路

拡
国
庫
納

付
財
産
処

分
に
よ

り
生
じ

る
収

益
（
損
失
補

自
己

の
責

に
帰

さ
な

い
事

情
等

や
む

業
を
中

張
等

に
償

金
を

含
む

。
）

に
国

庫
補

助
率

を
乗

じ
を

得
な
い
も
の

に
限

る
。

止
す
る

よ
り

取
た
金
額

を
国
庫

納
付
す

る
。

場
合

り
壊

す
場

合

上
記
以

国
庫
納
付

残
存
簿

価
又
は

時
価
評

価
額

の
い
ず
れ
か

外
の
場

高
い
金

額
に
国

庫
補
助

率
を

乗
じ
た
金
額

合
を
国
庫

納
付
す

る
。

譲
渡

有
償

国
庫
納
付

譲
渡
契

約
額
、

残
存
簿

価
又

は
時
価
評
価

集
落
を
基
礎
と

し
た

営
農
組

織
が
、

当
（
た
だ
し

、
備

考
の
場

額
の
う

ち
最
も

高
い
金

額
に

国
庫
補
助
率

該
組
織
の
法
人

化
に

伴
い
法

人
化
後

の
合
は
国
庫

納
付

は
不
要

を
乗
じ

た
金
額

を
国
庫

納
付

す
る
。

組
織
へ
譲
渡
す

る
場

合
は
、

国
庫
納

付
と
し
、
当

該
財

産
の
利

を
要
し
な
い
。

た
だ

し
、
処

分
制
限

期
用
状
況
を

報
告

す
る
こ

間
の
残
期
間
内

、
補

助
条
件

を
承
継

す
と
（
注
２

）
）

る
こ
と
。

無
償

国
庫
納
付

残
存
簿

価
又
は

時
価
評

価
額

の
い
ず
れ
か

処
分
制
限
期
間

の
残

期
間
内

、
補
助

条
（
た
だ
し

、
備

考
の
場

高
い
金

額
に
国

庫
補
助

率
を

乗
じ
た
金
額

件
を
承
継
す
る

場
合

は
、
国

庫
納
付

を
合
は
国
庫

納
付

は
不
要

を
国
庫

納
付
す

る
。

要
し
な
い
。

と
し
、
当

該
財

産
の
利

用
状
況
を

報
告

す
る
こ

と
（
注
２

）
）

交
換

下
取

交
換

の
場

補
助
対
象

財
産

の
処
分

合
益
を
新
規

購
入

費
に
充

当
し
、
か

つ
、

旧
財
産

の
処
分
制

限
期

間
の
残

期
間
内
、

新
財

産
が
補

助
条
件
を

承
継

す
る
こ

と

下
取

交
換

以
外

交
換
差
益

額
を

国
庫
納

交
換
差

益
額
に

国
庫
補

助
率

を
乗
じ
た
金

原
則
、
交
換
に

よ
り

差
損
が

生
じ
な

い
の

場
合

付
額
を
国

庫
納
付

す
る
。

場
合
に
限
る
。

貸
付

け
有

償
収
益
に
つ

い
て

国
庫
納

貸
付
け

に
よ
り

生
じ
る

収
益

（
貸
付
け
に

（
遊

休
期

間
内

付
、
か
つ

、
本

来
の
補

よ
る
収

入
か
ら

管
理
費

そ
の

他
の
貸
付
け

の
一
時
貸
付

け
）

助
目
的
の

遂
行

に
影
響

に
要
す

る
費
用

を
差
し

引
い

た
額
）
に
国

を
及
ぼ
さ

な
い

こ
と

庫
補
助

率
を
乗

じ
た
金

額
を

国
庫
納
付
す

る
。

無
償

本
来
の
補

助
目

的
の
遂

（
遊

休
期

間
内

行
に
影
響

を
及

ぼ
さ
な

の
一
時

貸
付

け
）

い
こ
と

長
期

間
（

１
年

国
庫
納
付

残
存
簿

価
又
は

時
価
評

価
額

の
い
ず
れ
か

以
上

）
の

貸
付

高
い
金

額
に
国

庫
補
助

率
を

乗
じ
た
金
額

け
を
国
庫

納
付
す

る
。
な

お
、

漁
港
漁
場
整

備
法

(
昭

和
2
5
年

法
律

第
1
3
7
号

)
第

3
7
条

の
２
の

規
定
に

よ
り
認

定
を

受
け
た
場
合

は
、
貸

付
け
に

よ
り
生

じ
る

収
益
（
貸
付

け
に
よ

る
収
入

か
ら
管

理
費

そ
の
他
の
貸

付
け
に

要
す
る

費
用
を

差
し

引
い
た
額
）

に
国
庫

補
助
率

を
乗
じ

た
金

額
を
国
庫
納

付
す
る

。

担
保

補
助

残
融

資
又

本
来
の
補

助
目

的
の
遂

は
補

助
目

的
の

行
に
影
響

を
及

ぼ
さ
な

遂
行

上
必

要
な

い
こ
と

融
資

を
受

け
る

場
合

（
注

１
）
財

産
処
分
の

承
認

時
に
定
め

ら
れ

た
報
告
期

間
（
又

は
処
分

制
限
期

間
の

残
期
間
内
の

い
ず

れ
か
短
い

期
間

）
に
つ
き

当
該
財

産
の
利

用
状
況
を

報
告

す
る
こ
と

。
（
注

２
）
譲

渡
相
手
方

が
、

財
産
処
分

の
承

認
時
に
定

め
ら
れ

た
報
告

期
間
（

処
分

制
限
期
間
の

残
期

間
内
）
に

つ
き

当
該
財
産

の
利
用

状
況
を

報
告
す
る

こ
と

。
（
注

３
）
他

の
法
令

に
基

づ
く
許
認

可
等

(
*
)
を
受
け

た
場

合
に
は
、
当
該

許
認
可
等

を
証
す

る
書

類
の
写
し

を
承
認

前
に
提
出

す
る

こ
と
。

(
*
)
許
認
可

等
と

は
、
行
政
手

続
法

(
平
成
５

年
法
律

第
8
8
号

)
第
２
条

第
３

号
に
規
定

す
る

許
認
可
等
を

い
う

。
（
備

考
１
）

上
記
の
返

還
金

算
定
方
式

に
よ

る
国
庫
補

助
金
相

当
額
の

返
還
の

上
限

は
、
処
分
す

る
補

助
対
象
財

産
に

係
る
国
庫

補
助
金

等
の

支
出
額
と

す
る

。
（
備

考
２
）

国
庫
補
助

率
に

つ
い
て
は

、
確

定
補
助
率

と
国
庫

補
助
率

が
異
な

る
場

合
は
確
定
補

助
率

の
数
値
を

用
い

る
こ
と
。

（
備

考
３
）

農
林
水
産

大
臣

は
、
上
記

の
処

分
区
分
又

は
承
認

条
件
に

よ
り
難

い
事

情
が
あ
る
と

認
め

る
場
合
に

は
、

他
の
条
件

を
付
す

こ
と

が
で
き
る

。
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別
表
２
（
第
４
条
関
係
）

処
分

区
分

承
認
条
件

国
庫
納
付
額

適
用
条

項

目
的

外
使
用

収
益
が

な
い
場
合

－
第
１

項
に
よ

る

報
告

収
益
が

見
込
ま
れ

国
庫

納
付

財
産

処
分

に
よ
り
生

じ
る

収
益
（
損
失

補
償

第
２

項
に
よ

る

る
場
合

金
を

含
む

。
）

に
国

庫
補

助
率

を
乗

じ
た

金
申
請

額
を

国
庫

納
付
す
る

。

譲
渡

無
償

－
第
１

項
に
よ

る

報
告

有
償

国
庫

納
付

譲
渡

契
約

額
、
残
存

簿
価

又
は
時
価
評

価
額

第
２

項
に
よ

る

の
う

ち
最

も
高
い
金

額
に

国
庫
補
助
率

を
乗

申
請

じ
た

金
額

を
国
庫
納

付
す

る
。

貸
付

け
無

償
－

第
１

項
に
よ

る

報
告

有
償

国
庫

納
付

貸
付

け
に

よ
り
生
じ

る
収

益
（
貸
付
け

に
よ

第
２

項
に
よ

る

る
収

入
か

ら
管
理
費

そ
の

他
の
貸
付
け

に
要

申
請

す
る

費
用

を
差
し
引

い
た

額
）
に
国
庫

補
助

率
を

乗
じ

た
金
額
を

国
庫

納
付
す
る
。

市
町

村
市

町
村
の
合

併
の

特
例

収
益
が

な
い
場
合

－
第
１

項
に
よ

る

合
併

に
に

関
す
る
法

律
(
昭
和

報
告

伴
う

も
4
0
年

法
律

第
６

号
)
に

の
で

補
基

づ
く
市
町

村
建

設
計

収
益
が

見
込
ま
れ

国
庫

納
付

財
産

処
分

に
よ
り
生

じ
る

収
益
（
損
失

補
償

第
２

項
に
よ

る

助
目

的
画

又
は
市
町

村
の

合
併

る
場
合

金
を

含
む

。
）

に
国

庫
補

助
率

を
乗

じ
た

金
申
請

に
従

っ
の

特
例
等
に

関
す

る
法

額
を

国
庫

納
付
す
る

。

た
利

用
律

（
平
成
1
6
年
法

律
第

に
よ

り
5
9
号
）
に
基

づ
く

合
併

1
0
年

を
市

町
村
基
本

計
画

に
基

経
過

し
づ

い
て
財
産

処
分

さ
れ

て
い

な
る

場
合

い
も

の

上
記
以

外
の

場
合

（
農

収
益
が

な
い
場
合

－
第
２

項
に
よ

る

林
水
産
大
臣

が
適

当
で

申
請

あ
る
と
個
別

に
認

め
る

も
の
に

限
る

。
）

収
益
が

見
込
ま
れ

国
庫

納
付

財
産

処
分

に
よ

り
生

じ
る

収
益

（
損

失
補

償
第
２

項
に
よ

る

る
場
合

金
を

含
む

。
）

に
国

庫
補

助
率

を
乗

じ
た

金
申
請

額
を
国
庫

納
付
す

る
。

（
備

考
１
）

上
記
の
返

還
金

算
定
方
式

に
よ

る
国
庫
補

助
金
相

当
額
の

返
還
の

上
限

は
、
処
分
す

る
補

助
対
象
財

産
に

係
る
国
庫

補
助
金

等

の
支
出
額
と

す
る

。

（
備

考
２
）

国
庫
補
助

率
に

つ
い
て
は

、
確

定
補
助
率

と
国
庫

補
助
率

が
異
な

る
場

合
は
確
定
補

助
率

の
数
値
を

用
い

る
こ
と
。
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